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日本銀行政策委員会月報（第841号）

本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-3680〈直通〉）までお寄せください。

※　日本銀行はインターネットによる情報提供を行っており、日本銀行
　作成の最新の論文や金融・経済データのほか、日本銀行の概要などを
　ご覧頂けます。
　・ホームページアドレス　http://www.boj.or.jp/
※　本月報の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合（引用は

　含まれません）は、予め日本銀行政策委員会室までご相談ください。

　　引用・転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。

本月報は古紙を含有する用紙を使用しています。
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1．議決事項

通常会合関係�

◆第135回事業年度上半期財務諸表の作成等に関する件（10月29
日）

　本委員会は、令和元年10月29日、第135回事業年度上半期（平成31年4月1日か
ら令和元年9月30日まで）財務諸表の作成等について、下記のとおり決定し
た注1）。
　その後、日本銀行は、第135回事業年度上半期財務諸表にかかる財務大臣の承
認を受け、11月27日、同事業年度上半期財務諸表及び同財務諸表にかかる附属
明細書を公表した。その概要は別添のとおりである。

記

1.�　第135回事業年度上半期財務諸表及び同財務諸表に係る附属明細書を別紙の
とおりとすること。
2.�　第135回事業年度（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）に係る国庫納
付金について、日本銀行法施行令第17条の規定に基づく平成10年大蔵省告示
第509号の定めにより、概算納付を行わないこと。

注1）�　本件は、本委員会で10月中に決定したものですが、第135回事業年度上半期財務諸
表等の公表後に発刊される月報に掲載する扱いとしました。
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◆シンガポール通貨庁との間の外国為替の売買に係る取極の期限
延長等に関する件（11月15日）

　本委員会は、令和元年11月15日、シンガポール通貨庁との間の外国為替の売
買に係る取極の期限延長等に関して決定した注2）。

注2）　インターネット・ホームページをご参照ください（11月29日公表）。

19-11-344　24_1-1シンガポール通貨庁.indd   24 2019/12/12   11:40:50



25令和元年11月　第841号

◆「通貨及び金融の調節に関する報告書」作成に関する件（11月
26日）

　本委員会は、令和元年11月26日、日本銀行法第54条第1項の規定に基づき、「通
貨及び金融の調節に関する報告書」の作成について決定した（なお、日本銀行
は、12月17日、同報告書を財務大臣を経由して国会に提出した）。
　同報告書は、平成31年4月～令和元年9月中に実施した金融政策運営等につい
て記載したものであり、その構成は以下のとおりである注3）。

要　　旨

 Ⅰ．経済及び金融の情勢
1．経済の情勢

　（1）国内実体経済
　　　（概況）
　　　（輸出は、海外経済の減速の影響を受けて、弱めの動きが続いた）
　　　（鉱工業生産は横ばい圏内で推移した）
　　　（設備投資は、企業収益が総じて高水準を維持するなか、増加傾向を続けた）
　　　（住宅投資と公共投資は横ばい圏内で推移した）
　　　（雇用・所得環境は着実に改善した）
　　　（�個人消費は、振れを伴いつつも、雇用・所得環境の着実な改善を背景に緩

やかに増加した）
　（2）物価
　（3）海外経済
2．金融面の動向

　（1）国際金融市場
　（2）短期金融市場
　（3）債券市場
　（4）株式市場
　（5）外国為替市場

注3）�　同報告書の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください（12
月17日公表）。
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　（6）企業金融
　（7）量的金融指標

 Ⅱ．金融政策運営及び金融政策手段
1．金融政策決定会合の開催実績
2．金融政策決定会合における検討・決定

　（1）概況
　（2）「経済・物価情勢の展望」
　（3）金融経済情勢に関する検討
  　　イ．元年6月の会合
  　　ロ．9月の会合
　（4）金融政策運営を巡る議論
  　　イ．「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」の継続
  　　ロ．強力な金融緩和を継続していくにあたって点検すべき課題
  　　ハ．低金利環境の長期化に伴う留意点
　（5）金融政策手段に係る事項の決定又は変更
3．金融市場調節の実施状況
4．日本銀行のバランスシートの動き

 Ⅲ．金融政策決定会合における決定の内容
1．金融政策運営に関する決定事項等
2．金融政策手段に係る事項の決定又は変更
3．金融政策決定会合議事要旨

参考計表・資料一覧
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◆政策委員会月報（令和元年10月）に関する件（11月26日）

　本委員会は、令和元年11月26日、政策委員会月報（令和元年10月）を承認した。
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◆役員給与の改訂に関する件（11月29日）

　本委員会は、令和元年11月29日、「日本銀行における役員の給与等の支給の基
準」（平成10年4月28日決定）に基づき、令和元年度の年収を平成30年度対比
0.4％引き上げることとするため、役員手当を別紙1のとおり改訂し、令和元年
12月1日から適用すること、および別紙2のとおり対外公表を行うことを決定し
た注4）。

注4）�　日本銀行の役員の給与等については、インターネット・ホームページをご参照く
ださい。

19-11-344　28_2-4役員給与.indd   28 2019/12/12   11:46:45



29令和元年11月　第841号

19-11-344　28_2-4役員給与.indd   29 2019/12/12   11:46:45



30 日本銀行政策委員会月報

19-11-344　28_2-4役員給与.indd   30 2019/12/12   11:46:45



31令和元年11月　第841号

19-11-344　28_2-4役員給与.indd   31 2019/12/12   11:46:45



32 日本銀行政策委員会月報

19-11-344　28_2-4役員給与.indd   32 2019/12/12   11:46:45



33令和元年11月　第841号

2．報告事項

●�2019年度IT投資計画の進捗状況（9月末時点）と2020年度IT投資
計画の策定に向けた取組み（システム情報局）

●2019年度上期の検査結果等（検査室）

●�レポ取引における高粒度データの収集状況と今後の対応（金融市
場局）

●「全国企業短期経済観測調査」の見直し（調査統計局）
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